
経営発達支援事業の概要

主  管 中小企業庁経営支援部小規模企業振興課

申 請 日 平成２７年９月８日

認 定 日 平成２７年１１月１７日(経済産業大臣臨時代理 甘利 明)
趣 旨 人口減少等による経済社会の構造的変化により、地域活力が減退し、その地域経済を支

える小規模事業者は需要の低下、売上の減少に直面している。小規模事業者がその地域

で経営を持続的に行うためのビジネスモデルの再構築を全面的にサポートする体制を

全国的に整備することが喫緊の課題であり、地域ぐるみで小規模事業者を面的に支援す

る体制を構築する必要がある。そのために商工会、商工会議所が総力を挙げて小規模企

業を応援していくため経営発達支援事業を新たに規定し、需要開拓や経営承継等の小規

模事業者の課題に対し、事業計画の策定や着実な実施等を事業者に寄り添って支援する

体制や能力を整えた商工会、商工会議所の支援計画(「経営発達支援計画」)を国が認定、

支援するものである。

実施期間  平成２７年４月１日(実質１１月１７日)～平成３２年３月３１日

計画目的 ①「創業」・「事業承継」・「経営力向上」(事業計画策定)を目指す企業の支援

     ②「地域資源活用」・「農商工連携」・「６次産業化」・「コミュニティビジネス」の支援

     ③「観光開発」・「特産品開発」の支援

実施内容  ①小規模事業者の経営状況の分析

(予定) ②需要を見据えた事業計画の策定、実施に係る伴走型指導、助言

       ③商品、サービスの需要動向、地域経済動向に関する情報の収集、提供等

     ④広報、商談会、展示会等の開催又は参加、需要の開拓に寄与する事業

具体的内容①地域の経済動向調査    ※印項目は、Ｈ27 年度実施予定事業

・アンケート調査(年１回)※
          町内小規模事業者対象に、売上・採算・資金繰り・設備投資・景気動向等について

      調査・アンケートの実施・結果公開

     ・業種別企業情報の収集※

     ・金融機関との意見交換による情報収集

     ・中小企業白書等の分析による情報収集※

     ②経営状況の分析

     ・記帳継続対象者に対する経営分析

     ・巡回、窓口相談時の経営分析

     ・経営計画策定セミナー開催(自社分析)
     ・若手後継者育成セミナーの開催による経営分析

     ③事業計画策定支援

     ・経営計画策定セミナー(自社事業計画策定)
     ・経営計画策定個別相談会

     ・巡回、窓口相談時の経営計画策定指導

     ・国、県の施策普及セミナーの開催

     ・経営計画策定の必要性の周知と支援



     

     ④創業・事業承継支援

・創業・事業承継予定者、巡回支援事業

     ・創業予定者、専門家派遣事業

     ・松阪広域連合での創業支援セミナーの開催※

     ・近隣市町でのセミナー、空き店舗情報の紹介

     ⑤新事業展開支援

     ・地域資源活用、農商工連携等の新事業に取り組む企業把握

     ．新事業展開セミナーの実施

     ・巡回、窓口相談による対応

     ・町行政、特産品振興連絡協議会、関係団体との連携支援

     ⑥事業計画策定後の実施支援

     ・事業計画策定後の進捗管理とフォローアップの実施

     ・事業計画策定時の国・県施策の活用

     ・創業、事業承継後のフォローアップ巡回

     ⑦需要動向調査

     ・支援先の需要動向を業界別に調査し、需要動向を専門家を交えて分析し、

      巡回指導時に活用

     ⑧新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること

     ・巡回訪問時での伴走型助言・提案

     ・ブランディングや販路開拓セミナー、展示会等の開催情報の提供、出店

     ・事業戦略に対応した個別販路開拓の推進

     ⑨地域経済活性化事業

     ・町内各種活性化協議会等への参画やイベント参加による情報収集と販路開拓

     ⑩経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組み

      ・よろず支援拠点コーディネーター、経営向上計画インストラクター、ネット

       ワーク会議、地域金融機関、商工会職員連絡会議などを通じた連携

     ⑪経営指導員等の資質向上

      ・各種研修、セミナーへの参加により、支援能力の向上を図る。

     ⑫事業評価及び見直し

      ・事業計画の進捗状況や支援活動に対する満足度調査の実施及び

職員ミーティングでの評価、改善

      ・「経営発達計画評価委員会(仮称)」を設置し、中小企業診断士、町関係者、地元

       金融機関、関係団体、商工会役職員にて構成す

る。その委員会で、事業成果、評価、見直しの方向づけ、さらに理事会にて

検討、決定を行う。※

      ・決定された見直し案については、ＨＰにて小規模事業者が閲覧できる仕組みを

       構築する。


